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中国共産党第 16 期中央委員会第 5 回総会において、第 11 次 5 ヵ年計画（2006－2010 年）に
よって成長の持続性を高めるための政策が盛り込まれた。この 5 ヵ年計画では「人口大国」か
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第一節 中国所得格差に関する先行研究 




























表-1）。2005 年に、沿海部の上海市の 1 人当たり GDP は内陸部の貴州省の 9.9 倍であった。一
国の中で起きた現象とはとても思えないものがある。 
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水準は 343.4 元である。この所得額は農村住民の収入の 2.6 倍に相当するものである。1980 年
農村改革をし、農村住民の個人経営や家庭の請負生産、食糧販売価格の部分自由・緩和など、
農村住民の収入に直接影響する緩和政策を次々打ち出した。この影響で、1985 年時点で、都市・





















図表-2 の右の都市家庭所得のローレンツ曲線において、2000 年と 2006 年を比べると 2006 年は
不平等度がより大きくなってことを意味する。賃金生活の都市部では、市場競争が導入され、
格差が生じ、更に拡大する傾向が示しており、競争社会が形成されてきた。一方、左の農村家








































































中国の高等教育進学率に関しては、1999 年 9.8%から、2003 年の 17%、2005 年の 21%へとわず





















同年には「義務教育施行程序」が公布され、1925 年まで、に全国規模で 4 年制義務教育を実施
することに決めた。これは中国歴史上初めてのことであるが、諸条件の制約で実現には至らな
かった。 
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地に無数の大学ができた。57 年の時点で全国 229 校があった全日制の大学が、1960 年には 1289
校に増え、在学生は 44 万から 96 万に膨れ上がった。大学の数は 1961 年の調整を経て、1963































































































































































第一に、大学の M&A と「大学園区」（大学が集中するエリア）の設立である。1992 年以降、
計画経済体制から社会主義市場体制へ転換することに伴い、高等教育の従来の管理体制は運営




学院に対しでも M&A を行っていた。また、大学の M&A に伴い、大規模の大学園区（あるいは
大学城とも呼ばれている）が建設された。 
第二に、高等教育の大衆化である。教育部が 1999 年 1 月 13 日付で示した「21 世紀に向けて
の教育振興行動計画」によれば、「現代化を目指し、世界と未来を目指す教育」という戦略指導
方針のもとで、1999 年当時 9.8%であった普通高等教育進学率を第 10 次 5 ヵ年計画期
（2000-2005）中に 15%にまで引き上げることを目標とした設定した。この結果、普通高等教育
進学率は 2000 年に 11.5%となり、2003 年には、大学教育の大衆化段階の目安とされる 17%に到
達し、その後も 2004 年に 19%、2005 年には 21%と上昇を続けている。 
第三に、世界一流大学の育成のために、重点校政策である。重点校政策として 1995 年スター
トした「211 工程」注８と 1998 年 5 月 4 日実施し始めた「985 工程」注９である。「211 工程」と「985
工程」を経て、2009 年は全国で 100 以上の重点校があった。 
第四に、民営大学、独立学院、民営成人大学の発展である。民営普通大学は主に専科であり、
高等教育職業教育を行う。この学歴証書が国公立の普通大学と同様に国に認められる。1996 年




















にも大きく関わっていた。1995 年に全国在籍大学生数は 290.6 万人に上り（図表-4）、この数
は 1978 年のほぼ 3.5 倍になっていた。その後、1995 年スタートした「211 工程」政策、1998
年打ち出した「985 工程」政策、1999 年「21 世紀に向けての教育振興行動計画」の実施によっ
て、2000 年全国在籍大学生数は 556.1 万人になっている。2001 年の大学教育改革の重点の一つ
は、学科の構造を調整することである。教育部はこのために全国の 503 校の大学で 1993 の科目
を新設し、これら地域で数多くの本科と専科の大学を設立することを認可した。募集の拡大計
画によると、2005 年には、全国の大学の在籍大学生はほぼ 1600 万人に達する（そのうち、在
学院生の規模は 60 万人に達する）。 
 






























が急成長するチャンスが生まれた。2006 年に誕生した博士は、米国で 5 万 1 千人に対し中国大
陸部では 4 万 9 千人に達したことである。中国における 2007 年の博士号取得者は 5 万人を上回
り、2008 年にはさらに上昇、博士号を最も多く授与する国家として、中国は米国を抜き世界トッ
プに立った。2007 年時点で、中国での博士号取得者は累計 24 万人、修士号取得者は累計 180
万人に達した。中国における博士教育のスタートは実際、欧米諸国に比べるかなり遅かった。
1982 年 6 月に 6 人が博士号を取得した。この 6 人は 1981 年 1 月 1 日の学位制度スタート以来
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の博士第 1 号だった。南開大学党委員会書記の薛進文教授は、中国の大学教育は、米国の約 100

















































































の約年間 190 元（当時の都市部住民の平均所得 1376 元の 14%に相当）から現在は 5000～7000








理をしてはならない。1977 年以来の 30 年間、中国における大学の授業料は急激に変化してき
た。その変化は四つの時期に分けられており、大学教育無償期（1977 年～1988 年）、大学授業
料制度改革試行期（1989 年～1993 年）、大学授業料制度形成期（1994 年～1997 年）、大学授業
料上昇期（1998 年～現在）。特に最近の 20 年間ほど上昇の一途を辿ってきた（図表-5）。進学
費用たかくても、受験競争は年々進行していて、今日に至るまで深刻な問題になっている。 
















































































大学院生の募集人数が 44.6 万人、在学生数が 128.3 万人に達した。06 年に中国の大学院在学生
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を抱き、彼らが満足できる仕事をみつけることができないからである。 
2005 年に中華全国青年連合会と労働社会保障部労働科学研究所が共同で実施した「中国第 1






























－ 51 － 
教育を受けた新卒者に対して、国立、公立、私立の順に初任給に差をつけていた。大正 6 年当
時の三菱系大企業、日本郵船の新卒社員の初任給を例にすると、帝国大学（現東京大学）卒業
者の月給が 40-50 円で最も高く、東京高等商業学校（現一橋大学）が 35-40 円、慶応大学と早
稲田大学及びその他の地方の官立高商が 30 円、それ以外の私立専門学校では 23-25 円という相
場だった。このような給与の差はその後の日本のエリート校への進学指向に大きな影響を与え
た一因だと思われる。また、平成 19 年版の「賃金構造基本統計調査」を使って計算すると、大
企業の大卒男子の生涯所得の平均が 3 億 1200 万円に対し、高卒男子の生涯所得は 2 億 5600 万
円で、大学への進学によって高卒男子よりも生涯所得が 5600 万円ほど増えることになる。中国
でもこのような状況があり、「麦可思（MyCOS）（教育データ情報会社）―2009 年薪資調査」に
よると 2009 年大学生卒業半年後の平均月収が清華大学は 5339 元でトップになっている。続い
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図表-7 学歴による初任給の比較（2008） 
（単位：元）
新卒給与水準 大専 学士 修士 博士
営業 3,300 4,500 5,500
証券投資 4,000 5,600 7,500
営業 1,300 2,200 3,200
商品開発 1,650 2,500 4,200
営業 1,600 2,500 4,000
生産製造 1,600 2,500 4,500
生産製造 1,800 2,500 3,700









最近、中国の大学は相次いで MBA 大学院を設立し、国産 MBA が増加している。WTO 加盟後
は MBA 取得者の需要も拡大する傾向があった。現在、中国では、MBA コースを開設した大学
は 54 校もあるが、各大学の MBA コースに対する市場評価には大きな格差がある。清華大学、
北京大学、復旦大学など有名校の MBA 卒業生は比較的に人気がある。中国社会科学院によれ




















賃金水準 高い 高い・一般 低い 高・低い両方
労働法保護 法律上ある 法律上ある 基本的にない 基本的にない
社会福祉・保障 福祉制度あり 福祉制度あり 福祉制度なし 福祉制度なし























（資料）：李 輝 「中国における地域別労働市場の形成」 


















































































業生の雇用問題である。2009 年 6 月 3 日温家宝首相（国務院総理）は、国務院常務会議を開き、
雇用対策を更に強化する措置の検討を指示した。具体的な雇用対策として次の 5 項目の措置が
打ち出された。1）各措置の監督、検査を強化し、効果的な財政支出を行う。2）就業拡大と就















小平は 1979 年 12 月、大平正芳（当時首相）と会見したさいに、一人当りＧＮＰ四倍増計画を語り、250
ドルの現行水準を 1000 ドルまで引き上げることができれば、「小康の水準」になる、と指摘した。鄧小
平の提案をもとに 1982 年 9 月の第 12 回党大会の胡耀邦「政治報告」で、「小康の水準」を本世紀末まで
の経済発展戦略目標にすることを、正式に決定し、これを国策とした。この戦略目標の達成状況を 1980
年の一人当りＧＮＰを 100 とする指数でみると、1988 年＝200、1997 年＝406.7 となっており、2000 年
までに４倍にするという計画は３年繰り上げて達成されたことになる。国家統計局の「全国都市住民の
小康生活水準の基本指標」は、①経済発展水準、②物資生活水準、③人的指標、④精神生活水準を測定
しているが、1997 年に小康水準の 90％を達成したとしている。また、農村部でも 81.5％の達成度で中国
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総長・北京大学校長などを歴任。文学革命や五・四運動を支援。著「哲学綱要」「中国倫理学史」「蔡元
培選集」など。 
注８：211 工程（英文：Project 211）は中国教育部が 1995 年に定めたもので、21 世紀に向けて中国の 100 の
大学に重点的に投資していくとしたもの。これら大学は「211 工程重点大学」あるいは「211 重点大学」
と呼ばれ、それまでの「国家重点大学」という言葉に取って替わった。現在、普通大学が 109 校、軍学
校が 3 校、合計 112 校がある（2009 年 1 月）。 
注９：985 工程（英文：Project 985）は中国教育部が 1998 年 5 月に定めたもので、中国の大学での研究活動
の質を国際レベルに挙げるために、限られた大学に重点的に投資していくとしたもの。江沢民国家主席
が北京大学の創立 100 周年に際して、初めて言及した。2007 年まで、普通大学が 38 校、軍学校が 1 校、
合計 39 校がある。 
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